
業 庫 第 ４ ９ 号 （ 例 ） 

２ ０ ２ ６ 年 ９ 月 １ ６ 日 

 

代理店引受金融機関本部 

代 理 店 

日 本 銀 行 業 務 局 

 

「日本銀行代理店国庫金事務取扱手続」の一部改正に関する件 

 

「国の会計帳簿及び書類の様式等に関する省令等の一部を改正する省令」（令和

８年財務省令第５９号）の施行等により、国税収納金整理資金にかかる納付書の書

式が改正されること等に伴い、標題規程（昭和５５年２月１日付国丙第２号別冊）

の一部を別紙のとおり改正し、２０２６年９月２４日から実施することとしました

ので、通知します。 

なお、本改正の実施日以後も当分の間は、改正前の書式による納付書により納付が

あった場合でも、そのまま受入れて頂いて差し支えありません（納付書の様式変更は

段階的に行われる予定となっておりますので、本改正の実施日以後に改正前の納付書

（日銀ＯＣＲ分）の書式を確認されたい場合には、別添をご参照ください。）。 

 

以  上 

 

【本件に関する照会先】 

日本銀行業務局総務課国庫業務企画グループ 

由比、三浦（03-3277-1033） 

 

 
 

御中 



別紙 

 

「日本銀行代理店国庫金事務取扱手続」中一部改正 

 

 

○ 国庫金編 窓口２ １．（１）ホ．注意事項（右ページ）①を横線のとおり

改める。 

 

① 日銀ＯＣＲ分の領収済通知書（年金特別会計にかかるものを除く。）に納付

者の住所訂正等がある場合は、次の取扱いをする。 

１．納付者の住所または氏名が訂正されているときは、「整理番号」欄、「識

別番号」欄（特許特別会計）または、「労働保険番号」欄（労働保険番号の

右側に記載のＣＤ欄の数字を含む。）または「お問い合わせ番号」欄もしく

は「お問い合わせ番号又は法人番号」欄（国税収納金整理資金の一部）の記

載を横線で抹消する。 

２．税務署名が訂正されているときは、「税務署番号」欄および「お問い合わ

せ番号」欄（「お問い合わせ番号又は法人番号」欄および「整理番号」欄（注）

を含む。）の記載を横線で抹消する。 

３．源泉所得税分の「摘要」欄に記載事項がある場合で、「日銀使用欄」があ

るとき（注）は、「日銀使用欄」に○印を付す。 

（注）税務署、国税局または沖縄国税事務所を取扱庁とする国税収納金整理資

金の日銀ＯＣＲ分の納付書について、法令の経過措置により、「整理番号」

欄や「日銀使用欄」の印字がある納付書が使用されることがある（下図参

照）。 

 

  



【日銀ＯＣＲ分領収済通知書への記入例】 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 国庫金編 後方２ １．（２）イ．（イ）Ｂ．（Ａ）注意事項（右ページ）②

１．を次のとおり改める（全面改正）。 

 

 

  

・ 税務署名が訂正されている場合とき

は、「税務署番号」欄および「お問い合わ

せ番号」欄（「お問い合わせ番号又は法人

番号」欄および「整理番号」欄を含む。）

の記載を横線で抹消する。 

                

               

               

               

               

               

               

               

               

               

               

               

               

               

               

（記入列） ￥ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０   

◎この用紙は直接機械で処理しますので汚したり折り曲げたりしないでください。 

年   月  日   万  千  百  十  人  百  十  億  千  百  十  万  千  百  十  円  十  億  千  百  十  万  千  百  十  円  

退職手当等 
(07) 

俸給・給料等 
(01) 

賞与(役員賞 
与を除く)(02) 

日雇労務者の 
賃金   (06) 

税理士等の 
報酬   (08) 

役員賞与 
(03) 

同上の支払 
確定年月日 

年末調整による 
不足税額 (04) 

年末調整による 
超過税額 (05) 

本       税 

延   滞   税 

合 計 額 

▲ 

区   分    支 払 年 月 日       人     員       支     給     額        税        額 

国税 
収納金 

整  理 
資金 

 

（納付書） 
給与所得・退職所得等の 

所 得 税 徴 収 高 計 算 ○給  領収済通知書 

 年度 

    ３  
税  務  署  名 

川崎北  キョウバシ  税務署 

税 務 署 番 号 

 ０  ０  ０ ３  １ ０  ７ １   
 

32309  

税務署使用欄 

 １  １  ０   

整   理   番   号 

 ０  ８  ０ １  ７ ９  ７ ９   

納付等の区分 

 

 年 月 

 ３１２ 
支払分源泉所得税 

 

証券受領 

全  一 
部 部 
 

日 銀 

使用欄 

○ 

 

内 

証券受領 

 

円 

証券番号 

振 出 人 

 

◎合計額の金額頭部には必ず「￥」字を記載してください。 

あて先 

数
字
は
記
入
例
を
見
て
黒
の
ボ
ー
ル
ペ
ン
で
力
を
入
れ
て 

枠
か
ら
は
み
だ
さ
な
い
よ
う
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。 

（領 収 日 付 等） 

 

 

 

領 収 印 
 

 

 

左記の合計額を領収しました。 

徴 

 

収 

 

義 

 

務 

 

者 

住 所 （電話）   － 

（所在地） 

カワサキシ タカツク ヒサモト ５－３ 

 

氏 名 

（名 称） 

コウヤマ タロウ 殿 

摘 

要 
未払賞与分 

５－０１１０７－８０１７９７９ 

国
庫
金 

３１２０１ １３ ２４７１０００ ５７００ 

¥ ５７００ 

５７００ 

・ 「摘要」欄に記載がある場合で、「日銀使用欄」があるときは、「日銀使用欄」に

○印を付す。 



② １．【現金分の集計表の作成例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

統轄店がＯＣＲ処理店でない代理店の場合に

は「（統轄店）」の右部にＯＣＲ処理店名の表示

がある。 

  

          

          

          

          

国 税 収納金整理資金 

 高 松     税  務 

署  

          

          

          

（統轄店）日本銀行○○支店      

          

帳票コード 

 3 3 0 0 1   

年  度 

会 計 等 番 号 会 計 等 名 取 扱 庁 番 号 あ て 先 

千            枚     兆          十億         百万        千           円 

記入文字列にならって枠内にていねいにお書き下さい 

（記入文字列） １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０  

１０１６  ４ ７０１ ４  

１  ２ １２６ ００  

 

こ
の
用
紙
は
汚
し
た
り
折
り
曲
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い 

集 計 表 （官 庁 へ） 

          

          

          

          

国 税 収納金整理資金 

 高 松     税  務 

署  

          

          

          

（統轄店）日本銀行○○支店      

          

帳票コード 

 3 3 0 0 1   

年  度 

会 計 等 番 号 会 計 等 名 取 扱 庁 番 号 あ て 先 

千            枚     兆          十億         百万        千           円 

記入文字列にならって枠内にていねいにお書き下さい 

（記入文字列） １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０  

１０１６  ４ ７０１ ４  

１  ２ １２６ ００  

 

こ
の
用
紙
は
汚
し
た
り
折
り
曲
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い 

集 計 表 （日本銀行へ） 

          

          
          
          

国 税 収納金整理資金 

 

船 橋   税 務 署  

          

          

          

（統轄店）日本銀行本店      

          

  

帳票コード 
 3 3 0 0 1   

年  度 

会 計 等 番 号 会 計 等 名 取 扱 庁 番 号 あ て 先 

百万            千             枚             兆         十億          百万           千           円 

記入文字例にならって枠内にていねいにお書き下さい。 

（記入文字例） １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０  

１０１６  ３ ２２８ ６  

 

１  

 

こ
の
用
紙
は
汚
し
た
り
折
り
曲
げ
た
り
し
な
い
で
下
さ
い
。 

作成店 

第１片･･････ 

第２片･･････ 

第３片･･････ 

８５００６０ 

領収印 

２ ６ １ 

４、５月受入分以外は 

記入しない。 

受入書類または「歳入金等取扱庁一覧」

等によって記入する。 

記入を省略しても 

よい。 

（用紙は日本銀行から交付されたものを使用する。） 

（書式第 17 号） 

領収控等（口座振替収納分を除く） 

       5 枚  650,000 円 

歳入金等受入報告表に記載の振替納付分 

      21 枚 1,200,060円 

金額冒頭に「￥」

を記入しない。 

税務署があて先官庁となる場合には、税務署名

に加えて、業務センター名を示す適宜の文言を

記入してもよい。 会計等番号欄 一般会計は主管番号 

       特別会計は会計番号 



○ 国庫金編 後方２ １．（２）イ．（イ）Ｂ．（Ａ）注意事項（２５１－３ペ

ージ）②４．を次のとおり改める（全面改正）。 

 

 ４．【振替分の集計表の作成例】 

４、５月受入分以外は記入しない。 

 

                              

 

 

 

 

 

 

 

 

集   計   表 

 

 

 

 

    年度  

会計等名又は会計等番号 国税収納金整理資金（１０１６） 

あて先又は取扱庁番号 船橋税務署    （３２２８６） 

      

２６ 枚    １,８５０,０６０円  

 

（統轄店）日本銀行   本 店 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２５枚  

・ 会計等番号は「歳入

金等取扱庁一覧」等に

よって記入する。 

・ 一般会計は主管

番号 

・ 特別会計は会計

番号 

・ 会計等名は記入を

省略してもよい。 

・ 取扱庁番号は「歳

入金等取扱庁一覧」

等によって記入す

る。 

・ あて先は記入を省

略してもよい。 

・ 税務署があて先

官庁となる場合に

は、税務署名に加

えて、業務センタ

ー名を示す適宜の

文言を記入しても

よい。 

 

領収済通知書等と国庫金振替書の枚数が異なる場合

に限り、控の下部余白に、国庫金振替書の枚数を記

入する。 

作 成
店 

振替印 

 

（書式第 18 号） 

････････････本書 

･･････控 

領収済通知書等の枚数を記入する。 



○ 国庫金編 後方２ １．（２）イ．（イ）Ｂ．（Ｃ）注意事項（２５７ページ）

②１．を横線のとおり改める。 

 

②１．封筒のあて先は、「歳入金等取扱庁一覧」または領収済通知書により記入

する（部課名がわかるものは、部課名まで記入する）（注）。ただし、領収済

通知書の取扱庁名欄に「厚生労働省年金局（国民年金）」または「厚生労働

省年金局（国民年金）（66421）」と記載されているものについては、送付先

住所は、「国民年金にかかる領収済通知書送付先一覧」により記入する。 

  （注）税務署をあて先官庁とする領収済通知書を業務センターの所在地に送

付する場合で、あて名を業務センター名としたときは、税務署名・部課

名の記入を省略してもよい。また、同一の業務センターの所在地に送付

する複数の税務署あての領収済通知書は、１通の封筒に取りまとめて送

付してもよい。 

 

 

○ 参考書式第９号（４）を次のとおり改める（全面改正）。 

  



書式第９号（４） 振替納税用納付書（令和７年徴管２－６９ 別添２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 参考書式第９号（７）から同第９号（７）の１２までを次のとおり改める（全

面改正）。 

  



書式第９号（７） （電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係

事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その１）） 

 

  



備考 

１ 国税通則法施行規則（昭和 37 年大蔵省令第 28 号）別紙第１号書式備考１から３までは、この書式

について準用する。 

２ 納税者の住所（所在地）及び氏名（法人名）、年度、税目番号、税務署名、納期等の区分並びに金額

は、法令に別段の定めがある場合を除き、納税者が記載するものとする。 

３ 窓付き封筒を用いる場合には、納税者の住所（所在地）及び氏名（法人名）欄は、日本産業規格に

適合するよう位置及び大きさを定めるものとする。 

４ 国税通則法（昭和 37 年法律第 66 号）第 41 条第１項の規定により第三者が納付する場合又は国税

徴収法（昭和 34 年法律第 147 号）に規定する第二次納税義務者若しくは国税の保証人が納付する場

合においては、納税者の住所（所在地）及び氏名（法人名）欄に当該第三者、第二次納税義務者又は

保証人の住所（所在地）及び氏名（法人名）を記載し、納期等の区分欄又は余白に納税者の住所（所

在地）及び氏名（法人名）を付記するものとする。 

５ 自動車重量税に係る納付書にあっては、各片中「住所（所在地）」とあるのは、「納税者が自動車重

量税法（昭和 46 年法律第 89号）第６条第２項各号に掲げる場合のいずれに該当するかに応じ当該各

号に掲げる住所地等」とする。 

６ 登録免許税に係る納付書にあっては、各片中「住所（所在地）」とあるのは、「納税者が登録免許税

法（昭和 42 年法律第 35 号）第８条第２項各号に掲げる場合のいずれに該当するかに応じ当該各号に

掲げる住所地等」とするほか、当該登録免許税が登記所の取り扱う登記に係るものである場合には、

第３片中「領収証書」とあるのを「領収証書（照合用）」とするほかはこれと同一の書面を作成し、同

片に接続させるものとする。 

７ 国税通則法第 34 条の５第１項の規定により納付受託者が納付する場合の納付書については、税目

番号の記載を省略することができる。 

８ 必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく、所要の調整を加えることができる。 

 

  



書式第９号（７）の２ （電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収

関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する

省令別紙第１号書式（その１）備考２及び８は、この書式について準用する。 

２ 用紙の大きさは、おおむね縦30センチメートル、横21センチメートルとする。  



書式第９号（７）の３ （電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収

関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その３）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する

省令別紙第１号書式（その１）備考２及び８は、この書式について準用する。 

２ 用紙の大きさは、おおむね縦 30 センチメートル、横 21 センチメートルとする。  



書式第９号（７）の４ （電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収

関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その４）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



備考 

１ 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する

省令別紙第１号書式（その１）備考１、２及び８は、この書式について準用する。 

２ 日本産業規格Ｘ0012（情報処理用語（データ媒体、記憶装置及び関連装置））に規定する非衝撃式印

字装置により印字するときは、１において準用することとされた電子情報処理組織を使用して処理する

場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その１）備考１に

おいて準用することとされた国税通則法施行規則別紙第１号書式備考２及び３にかかわらず、連続して

接続した各片に共通する事項を印字する方法によることができる。  



書式第９号（７）の５ （電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収

関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その５）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



備考 

１ 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する

省令別紙第１号書式（その１）備考１、２及び８は、この書式について準用する。 

２ 日本産業規格Ｘ0012（情報処理用語（データ媒体、記憶装置及び関連装置））に規定する非衝撃式印

字装置により印字するときは、１において準用することとされた電子情報処理組織を使用して処理する

場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その１）備考１に

おいて準用することとされた国税通則法施行規則別紙第１号書式備考２及び３にかかわらず、連続して

接続した各片に共通する事項を印字する方法によることができる。 

  



書式第９号（７）の６ （電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収

関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その６）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する

省令別紙第１号書式（その１）備考２及び８は、この書式について準用する。 

２ 用紙の大きさは、おおむね縦 30 センチメートル、横 21 センチメートルとする。  



書式第９号（７）の７ （電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収

関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その７）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する

省令別紙第１号書式（その１）備考２及び８は、この書式について準用する。 

２ 用紙の大きさは、おおむね縦 30 センチメートル、横 21 センチメートルとする。  



書式第９号（７）の８ （電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収

関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その８）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する

省令別紙第１号書式（その１）備考２及び８は、この書式について準用する。 

２ 用紙の大きさは、おおむね縦 30 センチメートル、横 21 センチメートルとする。  



書式第９号（７）の９ （電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収

関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（その９）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する

省令別紙第１号書式（その１）備考２及び８は、この書式について準用する。 

２ 用紙の大きさは、おおむね縦 30 センチメートル、横 21 センチメートルとする。  



書式第９号（７）の１０ （電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴

収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（そ

の１０）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する

省令別紙第１号書式（その１）備考２及び８は、この書式について準用する。 

２ 用紙の大きさは、おおむね縦 30 センチメートル、横 21 センチメートルとする。  



書式第９号（７）の１１ （電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴

収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（そ

の１１）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

 国税通則法施行規則別紙第１号の２書式備考１から３までは、この書式について準用する。 

  



書式第９号（７）の１２ （電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴

収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙第１号書式（そ

の１２）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する

省令別紙第１号書式（その１）備考２及び８は、この書式について準用する。 

２ 用紙の大きさは、おおむね縦 30 センチメートル、横 21 センチメートルとする。  



○ 参考書式第９号（８）を次のとおり改める（全面改正）。 

 

書式第９号（８） 削除 

 

 

○ 参考書式第１０１号の２ 備考７の次に次の備考８を加える。 

 

８ 国税収納金整理資金事務取扱規則第 22 号書式備考 10 は、この様式につい

て準用する。 

 

 

○ 参考書式第１０２号の３ 備考６．の次に次の備考７．を加える。 

 

７．日本産業規格Ｘ0012(情報処理用語（データ媒体、記憶装置及び関連装置）)

に規定する非衝撃式印字装置により印字するときは、３及び４にかかわらず、

連続して接続した各片に共通する事項を印字する方法によることができる。 

 

 



別添 

 

２０２６年９月１６日付業庫第４９号による改正前の国税にかかる納付書（日銀Ｏ

ＣＲ分）（注）の書式一覧 

 

根拠法令 主要な用途 
「日本銀行代理店国庫金事務取扱

手続」の参考書式上の書式番号 

電子情報処理組織を使用して処理する場合に

おける国税等の徴収関係事務等の取扱いの特

例に関する省令別紙第１号書式（その１） 

申告税 

（一般用） 

書式第９号（７） 

電子情報処理組織を使用して処理する場合に

おける国税等の徴収関係事務等の取扱いの特

例に関する省令別紙第１号書式（その２） 

源泉所得税 

（利子等） 

書式第９号（７）の２ 

電子情報処理組織を使用して処理する場合に

おける国税等の徴収関係事務等の取扱いの特

例に関する省令別紙第１号書式（その３） 

源泉所得税 

（配当等） 

書式第９号（７）の３ 

電子情報処理組織を使用して処理する場合に

おける国税等の徴収関係事務等の取扱いの特

例に関する省令別紙第１号書式（その４） 

源泉所得税 

（給与・一

般） 

書式第９号（７）の４ 

電子情報処理組織を使用して処理する場合に

おける国税等の徴収関係事務等の取扱いの特

例に関する省令別紙第１号書式（その５） 

源泉所得税 

（給与・納

期特例分） 

書式第９号（７）の５ 

電子情報処理組織を使用して処理する場合に

おける国税等の徴収関係事務等の取扱いの特

例に関する省令別紙第１号書式（その６） 

源泉所得税 

（非居住

者） 

書式第９号（７）の６ 

電子情報処理組織を使用して処理する場合に

おける国税等の徴収関係事務等の取扱いの特

例に関する省令別紙第１号書式（その７） 

源泉所得税 

（報酬・料

金） 

書式第９号（７）の７ 

電子情報処理組織を使用して処理する場合に

おける国税等の徴収関係事務等の取扱いの特

例に関する省令別紙第１号書式（その８） 

源泉所得税 

（定期積

金） 

書式第９号（７）の８ 

電子情報処理組織を使用して処理する場合に

おける国税等の徴収関係事務等の取扱いの特

例に関する省令別紙第１号書式（その９） 

源泉所得税 

（上場株

式） 

書式第９号（７）の９ 

電子情報処理組織を使用して処理する場合に

おける国税等の徴収関係事務等の取扱いの特

例に関する省令別紙第１号書式（その１０） 

源泉所得税 

（償還差

益） 

書式第９号（７）の１０ 

電子情報処理組織を使用して処理する場合に

おける国税等の徴収関係事務等の取扱いの特

例に関する省令別紙第１号書式（その１１） 

申告税 

（コンビニ

兼用） 

書式第９号（７）の１１ 

電子情報処理組織を使用して処理する場合に

おける国税等の徴収関係事務等の取扱いの特

例に関する省令別紙第１号書式（その１２） 

源泉所得税 

（割引債） 

書式第９号（７）の１２ 

 

（注）税関の国税収納命令官等にかかるものを除く。 

  



電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関

する省令別紙第１号書式（その１） 

 

  



備考 

１ 国税通則法施行規則（昭和 37 年大蔵省令第 28 号）別紙第１号書式備考１から３までは、この書式につい

て準用する。 

２ 納税者の住所（所在地）及び氏名（法人名）、年度、税目番号、税務署名、納期等の区分並びに金額は、法

令に別段の定めがある場合を除き、納税者が記載するものとする。 

３ 窓付き封筒を用いる場合には、納税者の住所（所在地）及び氏名（法人名）欄は、日本産業規格に適合す

るよう位置及び大きさを定めるものとする。 

４ 国税通則法（昭和 37 年法律第 66 号）第 41 条第１項の規定により第三者が納付する場合又は国税徴収法

（昭和 34 年法律第 147 号）に規定する第二次納税義務者若しくは国税の保証人が納付する場合においては、

納税者の住所（所在地）及び氏名（法人名）欄に当該第三者、第二次納税義務者又は保証人の住所（所在地）

及び氏名（法人名）を記載し、納期等の区分欄又は余白に納税者の住所（所在地）及び氏名（法人名）を付

記するものとする。 

５ 自動車重量税に係る納付書にあっては、各片中「住所（所在地）」とあるのは、「納税者が自動車重量税法

（昭和 46 年法律第 89 号）第６条第２項各号に掲げる場合のいずれに該当するかに応じ当該各号に掲げる住

所地等」とする。 

６ 登録免許税に係る納付書にあっては、各片中「住所（所在地）」とあるのは、「納税者が登録免許税法（昭

和 42 年法律第 35 号）第８条第２項各号に掲げる場合のいずれに該当するかに応じ当該各号に掲げる住所地

等」とするほか、当該登録免許税が登記所の取り扱う登記に係るものである場合には、第３片中「領収証書」

とあるのを「領収証書（照合用）」とするほかはこれと同一の書面を作成し、同片に接続させるものとする。 

７ 国税通則法第 34 条の５第１項の規定により納付受託者が納付する場合の納付書については、税目番号の

記載を省略することができる。 

８ 必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく、所要の調整を加えることができる。 



電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関

する省令別紙第１号書式（その２） 

 

 

 

備考 

電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙

第１号書式（その１）備考１、２及び８は、この書式について準用する。 



電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関

する省令別紙第１号書式（その３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙

第１号書式（その１）備考１、２及び８は、この書式について準用する。 



電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関

する省令別紙第１号書式（その４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙

第１号書式（その１）備考１、２及び８は、この書式について準用する。 



電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関

する省令別紙第１号書式 （その５） 

 

 

 
備考  

 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙

第１号書式（その１）備考１、２及び８は、この書式について準用する。 

 



電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に

関する省令別紙第１号書式（その６） 

 

 

 

備考  
 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙
第１号書式（その１）備考１、２及び８は、この書式について準用する。 
 



電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に

関する省令別紙第１号書式（その７） 

 

 

 
備考  

 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙

第１号書式（その１）備考１、２及び８は、この書式について準用する。 



電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関

する省令別紙第１号書式（その８） 

 

 

 

備考  

 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙

第１号書式（その１）備考１、２及び８は、この書式について準用する。 

 



電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関

する省令別紙第１号書式（その９） 

 

 

 

備考 

電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙

第１号書式（その１）備考１、２及び８は、この書式について準用する。 

 



電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に

関する省令別紙第１号書式（その１０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考  

 電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙

第１号書式（その１）備考１、２及び８は、この書式について準用する。  



電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関

する省令別紙第１号書式（その１１） 

 

備考 

 国税通則法施行規則別紙第１号の２書式備考１から３までは、この書式について準用する。 

 



 

電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関

する省令別紙第１号書式（その１２）） 

 

 

 

備考 

電子情報処理組織を使用して処理する場合における国税等の徴収関係事務等の取扱いの特例に関する省令別紙

第１号書式（その１）備考１、２及び８は、この書式について準用する。 


